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有料ごみ袋制実施による家庭系ごみ減量効果の推定に関する研究

室璃工業大学工学部吉田英樹
室蘭工業大学工学部亀田正人
室蘭工業大学工学部O藤田前也
北海道大学工学部 田中信寿
室蘭工業大学工学部穂積準

1はじめに

有料ごみ袋艇を用いた fごみ有料化Jの実施に伴う富治体の家庭系収集ごみ減最効果については多く
の事倒が報告されているが、その要因についての定量的な検討はほとんどなされていない。本研究で

は、自治体の家庭系収集ごみ量が減少する要国として、不用物発生量、資源、罰収量、事業系ごみ混入

自家処理量の変化を考え、有料ごみ袋制によるごみ流れの変化を意識したごみ減最効果の試算を

行った。また、試算にあたっては住民へのごみ減最行動に関するアンケート調査を行い、この結果ごみ

減量の推定に用いた。特に、有料ごみ袋制実施によるごみ減量が、一殻家鹿での資源、消費節約に結びっ

くものであるかどうかについても併せて検討した。

2住民へのアンケート調査

アンケートの調査対象としては、現在は中小自治体を中心に行われ 表1 アンケ}ト諦査概要

ている有料ごみ袋制が、より人口規模の大きい自治体へ普及していく

ことが予想されることから、北海瀧内の人口の多い主要自治体及ひ有

料ごみ袋制の具体的な検討に入っている自治体を選んだ。

アンケ…トでは、住民の現在の減量・ 1)サイクルの実施状況及び有

料ごみ袋制が実施された場合の行動について質問を行った。実施概要

は表1に示したとおりである。アンケ}トは電話i緩から無作為に抽出し、質問票を郵送・返持してもら

うことにより行った。回答者の住居形態は一戸建てが67%と、統計上の約50%に比べてやや多いことか

ら、自家処理の実施割合が現実より高くなる可能性がある。

まず、自家処理(厨芥の堆肥化、紙どみなどの焼却)に関するごみ減量方法の実施状況を図Iに示し

た。特に、北海道のような全国的に見て住宅の敷地面積が大きく、かつ住宅問の距離が長い地域では、

自家処理が容易で家庭系ごみの減量方法として最も寄与すると考えられている。堆肥化の現在の実施率

については、比較的ぱらつきがあり、現在は堆把化は12-28%(平均21%)の実施率となっているが、

有料化後には実施率が22-40%(平均31%)と10%増加している。焼却については、堆肥化に比較する

と家庭での実施が容易で、ないため現在は2-19%(平均11%)の実施率となっているが、有料化後には

実施率が13-41%(平均28%)と18%も増加している。このように自家処理の大幅な増加が見込まれる

が、特に焼却の実施率の増加は煙害や回収可能なものまでの焼却などの問題があり、有料化実施時の弊

害となりうると悲われる。
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最近のどールなどの飲料製品をアルミ・スチ}ル缶容器のものを潟際機機機機織機管4側

購入する傾向精くなっているため、回答率矧くなったものと，岬民錯す196

思われる。実施率は有料化前後では58%から63%に5%の増加にと榔防問問的=州

どまっており、やはり集盟国収の主要品目であるが、ごみ減量に鵬恰撚問問問問臨

は結びつきにくいと思われるo 函館際機態額欄機宥報45帖

ワンウェイピンと空き缶については、いずれも現状の回収実施旭川 b抗出ア師
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が、一般的な有料ごみ袋網実施都市では資源ごみ(ワンウェイピ 一 一ム総務
ン、空き缶に相当する)の囲収は無料で行うところが多く、もし 資源回収{帥船

図2 ごみ減量アントト調査結果
このような情報を与えた場合には閏答状況が大きく変化するもの

(資源回叡)
と予想される(本調査ではそのようなt情報は一切与えなかっ

た)。平成9年度からの包装リサイクル法の実施により、ワンウェイゼンと空き缶の市による収集が一

般的になることが見込まれるが、有料化の実施時にこれらの収集も有料にしたとすると、現を資源ごみ

回収を行っている鋭路市の事例から見るとあまり大きな回収率の増加は見込めないものと推察される。

アンケート調査の結果から、資源圏収全体の有料化後の実施率伸びは自家処理のそれに比べて、やや

低いことがわかった。後述するように家庭系ごみ全体に占める割合としては、自家処理の対象となる騎

芥・紙ごみが多いことからも、有料化実施時の減量効果は自家処理の方が寄与が大きいことが偶われる

見られない。この結果か

らは、一般に行われてい間程諸問問関投開設 j 捌
る集部回収の主要品告で胸間欄欄問機欄欄欄機'la% 蹴

ある新聞・雑誌の回収率小織問繍燃機轍欄鰍鞠;r i 小樽
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結果となっている。

3家鹿系ごみ減量効果試算

有料化後の家庭系ごみの減量に関する定量的な考察を行うため、まず家庭での不用物発生から市のご
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図3 札幌市での家庭における不用物発生原単位披定量

900 

み収集に出すまでのごみの収支を

考える o筆者らが現在まで得た 毘収E巨

データを用いて、札幌市の家庭で糊:g/伺・人}

の不用物発生原単位を図3のように

推定した。ここで、不用物とは家

庭での消費活動によって発生した

資源回収や自家処理を行う前のもデJIAlII-'Ii

のの最で、粗大ごみは験いていi欝
i源開閉

る。 Iダン宗一Jル
次にごみの流れ図を罰4のようにI:(/)側
考えた。家庭での不用物の発生量iZ;芯ア
は809g/(日・人)で、このうち資源ir
回収にまず出されていわゆるごみ17加。
が発生する。次に自家処理にょっ lその

て減量された後、帯のごみ収集に

出される。この時、小規模事業所

から本来は事業系ごみとして処理

されるべきごみが混入する。そし
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て、帯の家庭系ごみ収集量が形成さ単位:g 

れる。

ここで、アンケート結果から自家

処理率及び資源回収率がわかってい

るので、それらを用いてそれぞれの器Z
量が計算できる。家庭系ごみ収集量

はわかっているので、事業系ごみ滋j欄額

入量的博できる。関4では家庭系ご122
み収集量に占める事業系ごみ混入量12212
は29%となった。 iir 
次に有利己実施時のごみ流れを図5!?L
のように推定した。まず、家庭での iその他

不用物発生最に関して、アンケ}ト
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のを翼わないJという質問の回答率
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を用いて有料化後の不用物発生量

を計算した。(荷料化後の不用物

量)ロ(有料化前の不用物量)X(減畳

実施率)X (有効率)とした。ここ

で、有効率は不用物の減量を「ご

みになりにくいものを貿わないj

という費問の回答を過大に評価す

ることを避けるため導入し、関5

では50%とした。次にアンケート

結果に基づき図4と同様に集団回

収輩、自家処理量を言十算した。事

業系ごみ混入量は有料化前と変わ

らないとした。この言七算により求

めた家魔系ごみ収集量は88g/

(日・人)の減量となった(有料化

前の11%の減量) 0 このように有

表2 有料ごみ袋制実施時のごみ減量効果推定結果

不用品狩生議 縫団関収 ごみ鍔生録 再審議系ごみ混入 自家処寝室ま 濃路孫ごみ収総鐙

現復 809 166 643 244 57 830 
札幌市 有料化後 774 178 596 244 98 742 

一審司
ー35 12 -47 o 41 明88
809 171 637 194 102 730 

旭111市 778 185 594 194 188 600 
-31 14 -43 o 86 -130 

現在 809 160 650 214 49 815 
商館市 有料化後 763 175 587 214 100 702 
士目減 -46 15 舗63 o 51 明113
寝苦E 809 193 616 381 94 903 

苗11路市 宥料化後 767 199 568 381 165 784 

孟器量
-42 6 -48 o 71 -119 
809 173 635 156 106 686 
751 186 564 156 176 545 
-58 13 幽71 o 70 -141 

混在 809 164 645 292 76 860 
小梅市 有料化後 786 178 608 292 139 761 
治滅 -23 14 岨37 。 63 -99 
現夜 809 161 648 220 86 782 

11関市 有料化後 773 177 596 220 128 689 
副首減 -36 16 -52 。 42 幽93
現者E 809 170 640 217 111 745 

宝差別市 有料化後 776 177 598 217 153 662 
織滅 -33 7 綱42 。 42 開83

料化実施により、札幌市でも10%程度の減量が見込まれることがわかった。減量の要因としては、 88g/

(日・人)の減量のうち、不用物の減量分が35g/(日・人)の減量、集団掴i収増加による減量分が12g/(日・

人)の減量、自家処理増加による減量分が41g/(日・人)の減量となり、自家処理の寄与とともに不用物の

減量が関税度寄与していることがわかった。

向様の計算を他の都市についても行った結果を表2に示した。この結果、最大は帯広市の141g/(日・

人)(家庭系ごみ減量率21%)、平均は108g/(日・人)(家庭系ごみ減量率14%)となった。いずれの都

市でも減量に対する寄与では自家処理、不用品発生、資源盟収の順となった。このため、有料化実施時

のごみ減量に対しては自家処理の寄与が最も大きく、資源問収による寄与は小さいことが筆者らの有料

化実施都市に関する過去の諦査事例l、2)と同様に確認できたが、家庭での不用物の減量による寄与が大

きいことがわかった。

有料ごみ袋制実施により、家庭での資源消費量の節約を伴うごみ減量が可能であることがわかったこ

とから、今後多くの自治体で有料ごみ袋制の導入を園る意義が確認できた。

4 おわりに

北海道内の有料ごみ袋制を未だ実施していない6都市における荷料ごみ袋制実施時のごみ減量可能性

についてアンケート調査に基づいて定量的な試算を行い、以下の結論を得た。

1 )自家処理については、現在は堆肥化の実施準は平均21%、焼却で平均11%であるが、有料ごみ袋制

実施後は堆肥化が10%、焼却が18%増加すると推定され、自家処理による減量が起こる可能性があ

ることカ宝わかった。

2)資源問収は有料化後にやや増加するものの、全体に増加率は自家処理に比べて小さい。

3)ごみ流れ留を推定し、アンケート調査結果を用いて有料ごみ袋制実施時の減量効果を評価したとこ

ろ、自家処理及び不用物の減量により家庭系ごみ収集量が平均で108g/(日・人)(家庭系ごみ減量率

14%)減量することが推察された。有料化実施により家庭での資灘消費量の節約も期待できること

がわかった。

尚、本報での調査は1995年度文部省科学研究費(重点領域 f人間地球系j、課題番号07263101)の

助成を受けて行った。
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